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地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行

を図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を採用しています。 

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、「現金主義・単式簿

記」方式では把握できない資産や負債といったストック情報や、減価償却費などの見えにく

いコストを捉えることが重要になっています。 

統一的な基準による地方公会計制度に基づく財務書類は、「発生主義・複式簿記」方式を取

り入れることにより、官庁会計における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たしていま

す。 

平成２７年１月、総務省より「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公表され、当

該基準による財務書類等を原則として平成３０年３月までに、全ての地方公共団体（十勝環

境複合事務組合は特別地方公共団体として位置づけされています。）において作成し、予算

編成等に積極的に活用するよう要請されました。 

この要請に基づき、十勝環境複合事務組合においても、平成２８年度決算から「統一的な

基準」に基づく財務書類を作成しています。 

 

 

 

統一的な基準による財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金

収支計算書の４表から構成されています。４表の相関関係は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ 地方公会計の整備 

Ⅱ 統一的な基準による財務書類 

－ （マイナス）

＝

（マイナス） － （マイナス）

＋

±

＝

経常費用

純行政コスト

経常収益

行政コスト計算書

純資産変動計算書

期末純資産残高

純行政コスト

一般財源、補助金等受入

資産評価差額

歳計現金 純資産

期首純資産残高

期首資金残高

期末資金残高

＝

貸借対照表

－

＝

＋

資金収支計算書

収支

支出

資金増減額

負債資産
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●貸借対照表（ＢＳ） 

貸借対照表は、会計年度末で十勝環境複合事務組合の資産や負債などの残高（ストック情

報）を表しています。 

十勝環境複合事務組合の資産と、その資産をどのような財源（負債は純資産）で賄ってき

たかが分かります。これまでに取得した土地や建物・基金を「資産」として、その資産を形成

したことによる将来世代の負担を「負債」として、これまでの世代が既に負担したものを「純

資産」として表しています。 

左右が必ず一致することから、バランスシートと呼ばれています。 

 

●行政コスト計算書（ＰＬ） 

１年間に十勝環境複合事務組合の運営にどのくらいのコストが掛かったのかを計算したも

ので、従来の収支決算では捕捉できなかった、減価償却費や引当金繰入額などの非現金コス

トについても計上しています。この行政コスト計算書は企業などの損益計算書に該当します。 

職員給与などの「人にかかるコスト」や光熱水費、修繕料などの「物にかかるコスト」な

ど、資産形成に結びつかない行政コストから、使用料や手数料などの収入を差し引いたもの

が純粋な行政コスト（純経常行政コスト）となります。 

 

●純資産変動計算書（ＮＷ） 

 貸借対照表の「純資産＝資産から負債を差し引いたもの」が、１年間でどのように変動し

たかを表している計算書で、組合運営のためのコストがどの程度、税収等で賄われたかを明

らかにしています。 

また、純資産の内部変動の状況を見ることで、資産の増減状況も知ることができます。 

 

●資金収支計算書（ＣＦ） 

１年間の資金（歳入・歳出）の流れを性質の異なる３つの活動（①業務活動収支、②投資

活動収支、③財務活動収支）にわけて示すものです。これにより、それぞれの活動にどのよ

うな資金を必要としているかが分かります。 
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●年度末時点の情報を示す貸借対照表と、年度内の動きを示す行政コスト計算書、純資産

変動計算書、資金収支計算書は、それぞれが相互に関連しています。 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計等と一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆貸借対照表の現金預金は、資金収支計算書の本年度末現金預金残高と一致します。 

◆貸借対照表の純資産は、純資産変動計算書の本年度末純資産残高と一致します。 

◆行政コスト計算書の純行政コストは、純資産変動計算書の純行政コストと一致します。 

  

Ⅲ 財務書類の全体像 

資産 負債 資産 負債

12,335,964 1,717,956 13,107,252 2,354,706

うち現金預金 純資産 うち現金預金 純資産

196,295 10,618,008 624,584 10,752,546

①経常費用 3,957,868

②経常収益 867,476

③臨時損失 -

④臨時利益 1,969

⑤純行政コスト（②－①＋④－③） △ 3,088,423

①本年度純資産変動額 134,538

うち純行政コスト △ 3,088,423

うち税収等及び国・道支出金 3,222,962

②前年度末純資産残高 10,618,008

③本年度末純資産残高（①＋②） 10,752,546

本年度資金収支額 424,465

前年度末資金残高 195,911

前年度末歳計外現金残高 384

本年度末歳計外現金増減額 3,824

本年度末歳計外現金残高 4,208

本年度末現金預金残高 624,584

（単位：千円）

　■行政コスト計算書（発生主義による動き）

　■純資産変動計算書（発生主義による動き）

　■資金収支計算書（現金主義による動き）

　平成28年度末（平成29年度：期首）

貸 借 対 照 表

　平成29年度末：期末

貸 借 対 照 表

平成29年度中の動き（平成29年度：期中）

構成市町村

からの分担金

2,254,843千円
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※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計等と一致しない場合があります。 

●貸借対照表（ＢＳ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内容の説明】 

固定資産 

将来の世代に引き継ぐ施設等の固定資産や、出資金などの投資その他

の資産（くりりんセンター基金を含む）の合計です。 

なお、有形固定資産（物品を除く）は、事業用資産（ごみ処理施設な

ど）とインフラ資産に分けられます。 

流動資産 
資金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や未収金、貸

付金など１年以内に現金化することが可能な財産です。 

固定負債 

地方債（建物の建設のために金融機関などから借り入れた資金）の残

高（流動負債計上分を除く）や退職手当引当金など、将来の世代の負

担となるものです。 

流動負債 １年以内に返済する予定の地方債や賞与引当金、預り金などです。 

純資産 
資産額から負債額を控除した正味の資産額で、これまでの世代が負担

し、将来世代へ引き継がれる資産の残高です。 

 

  

Ⅳ 平成 29 年度 全体財務書類の概要 
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●行政コスト計算書（ＰＬ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内容の説明】 

人件費 

職員給与や議員報酬のほか、退職手当引当金（特別職の職員が年度末

に退職したと仮定した場合の支給見込額）に新たに繰り入れた額など

を表しています。 

物件費等 
施設等の維持補修費や消耗品の購入、施設の維持管理を含む委託料、

減価償却費などの行政活動に係る経常的な費用を表しています。 

その他の業務費用 地方債返済の利子などを表しています。 

移転費用 
他団体等への負担金など、他の主体に交付することにより効果が出る

費用を表しています。 

経常収益 ごみ処理施設の使用料及び手数料などの収入等を表しています。 

臨時損失 
災害による復旧費用など、その会計期間に臨時的に発生した費用及び

損失を表しています。 

臨時利益 
資産を売却したことによる利益など、その会計期間に臨時的に発生し

た収入を表しています。 

 

  

１年間の組合運営に要したコスト（経常費用）

と、ごみ処理施設の使用料及び手数料などの収入

（経常収益）との差額です。 

純経常行政コストに臨時損失と臨時利益の差額を

加えたものが「純行政コスト」です。 

不足分の 2,254,843 千円（約 73.0％）は、構成市

町村からの分担金で賄われています。 

 



- 6 - 

 

●純資産変動計算書（ＮＷ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内容の説明】 

純行政コスト（△） 
行政コスト計算書によって計算されたコストが使用料等の収益を上

回る分を表しています。 

財源 
市町村からの分担金など行政コスト計算書に計上されない財源を表

しています。 

資産評価差額 
固定資産や有価証券などの評価替を行った場合の差額を表していま

す。 

無償所管換等 寄付などにより無償で取得した固定資産の評価額等を表しています。 

  

 

  

主に、汚水処理施設共同整備交付金など

の税収等が増加したことで、今年度純資産

が増加したことを示しています。 
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●資金収支計算書（ＣＦ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内容の説明】 

業務活動支出 
行政活動に伴い継続的に発生する資金の収支、使用料及び手数料収

入、施設の維持管理に係る物件費や人件費の支出などです。 

投資活動収支 
建物の施設などの資産形成や投資・貸付金等に係る収入・支出などで

す。 

財務活動収支 
資金の借り入れやその償還など、負債の管理に係る資金の収入・支出

です。 

 

 

 

 

 

 

建物の建設時に借り入れた地方債の償還支出が 

含まれています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資  料  編 

 



 

 

 

 



全体財務書類 【様式第１号】

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 12,234 ※ 固定負債 1,311

有形固定資産 10,264 地方債 1,303
事業用資産 10,264 長期未払金 -

土地 171 退職手当引当金 8
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 25,651 その他 -
建物減価償却累計額 △ 16,252 流動負債 1,044 ※

工作物 1,624 1年内償還予定地方債 200
工作物減価償却累計額 △ 936 未払金 829
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 10
航空機 - 預り金 4
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 2,355
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 6 固定資産等形成分 12,234

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 1,482
土地 0
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 1,971
投資及び出資金 26

有価証券 26
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,945

減債基金 -
その他 1,945

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 873
現金預金 625
未収金 248
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 10,753 ※

13,107 13,107 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



全体財務書類 【様式第２号】

（単位：百万円）

経常費用 3,958 ※

業務費用 3,723 ※

人件費 165 ※

職員給与費 140
賞与等引当金繰入額 10
退職手当引当金繰入額 2
その他 12

物件費等 3,533
物件費 2,104
維持補修費 282
減価償却費 1,147
その他 0

その他の業務費用 25
支払利息 22
徴収不能引当金繰入額 -
その他 3

移転費用 235
補助金等 215
社会保障給付 -
他会計への繰出金 0
その他 20

経常収益 867
使用料及び手数料 518
その他 349

純経常行政コスト △ 3,090 ※

臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 2
資産売却益 2
その他 0

純行政コスト △ 3,088

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



全体財務書類 【様式第３号】

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 10,618 12,140 △ 1,522

純行政コスト（△） △ 3,088 △ 3,088

財源 3,223 3,223

税収等 3,223 3,223

国県等補助金 - -

本年度差額 135 135

固定資産等の変動（内部変動） 95 △ 95

有形固定資産等の増加 1,696 △ 1,696

有形固定資産等の減少 △ 1,901 1,901

貸付金・基金等の増加 300 △ 300

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 135 95 40

本年度末純資産残高 10,753 12,234 ※ △ 1,482

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



全体財務書類 【様式第４号】

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 2,210 ※

業務費用支出 2,173
人件費支出 163
物件費等支出 1,985
支払利息支出 22
その他の支出 3

移転費用支出 38
補助金等支出 18
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 0
その他の支出 20

業務収入 2,998 ※

税収等収入 2,183
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 518
その他の収入 296

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 0
業務活動収支 787 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 1,012

公共施設等整備費支出 712
基金積立金支出 300
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 726
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 2
その他の収入 724

投資活動収支 △ 286
【財務活動収支】

財務活動支出 198
地方債償還支出 198
その他の支出 -

財務活動収入 121
地方債発行収入 -
その他の収入 121

財務活動収支 △ 77
424
196
620

前年度末歳計外現金残高 0
本年度歳計外現金増減額 4
本年度末歳計外現金残高 4
本年度末現金預金残高 625 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



全体財務書類  【 注 記 】 

1 重要な会計方針 

 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 (2) 出資金の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   １５年～５０年 

工作物  １０年～５０年 

     ただし、施設廃止年が決定している施設の耐用年数は、残存使用見込期間としています。 

② 無形固定資産･････････定額法 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額

が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ  ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 



②  オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、当組合は平成 30 年 4 月 1 日に十勝圏複合事務組合と合併することから、平成 30 年 3 月 31

日をもって打ち切り決算を行っているため、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引に

より発生する資金の受払いを含んでおらず、当該金額はそれぞれ未収金・未払金として計上されてい

ます。 

 (7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 ② その他 

   当組合は平成 30 年 4 月 1 日に十勝圏複合事務組合と合併することから、平成 30 年 3 月 31 日を

もって解散となるため、本年度決算額については平成 30 年 3 月 31 日までのものとなっており、平

成 30 年 3 月 31 日時点で当組合に属する資産及び負債は十勝圏複合事務組合に継承されています。 

 

2 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 全体財務書類の範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

   余熱利用事業会計 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においても、平成 30 年 3 月

31 日をもって会計廃止となるため、本年度決算額については平成 30 年 3 月 31 日までのものとなっ

ており、平成 30 年 3 月 31 日時点で当会計に属する資産及び負債は十勝圏複合事務組合に継承され

ています。 

④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

   資金不足比率  ―     

⑥ 過年度修正等に関する事項  該当ありません。 

 

 

 

 



(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産        該当ありません。 

② 減債基金に係る積立不足額  該当ありません。 

③ 基金借入金（繰替運用）   該当ありません。 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額   構成団体の基準財政需要額に含まれるため、該当ありません。 

 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ４，１２６ 百万円 ３，５０６ 百万円 

前年度繰越金  △ １９６ 百万円        － 

他会計繰出金の相殺 △ ８６ 百万円 △ ８６ 百万円 

資金収支計算書 ３，８４４ 百万円 ３，４２０ 百万円 

   歳入歳出決算書の収入には前年度繰越金及び他会計繰出金の相殺分が含まれるため、資金収支

計算書と相違します。 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支             ７８７ 百万円 

資本的国県等補助金収入      １，０２０ 百万円 

未収債権、未払債務等の増加（減少）      △８５８ 百万円 

減価償却費               △ １，１４７ 百万円 

賞与引当金繰入額（増減額）             ２ 百万円 

退職手当引当金繰入額（増減額）        △ ２ 百万円 

資産除売却益（損）                 ２ 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額           １９６ 百万円 

③ 一時借入金      該当ありません。 

④ 重要な非資金取引   該当ありません。 

 

 

 



（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

合計 10,26410,264
 物品 --
　　建設仮勘定 --
　　その他 --
　　工作物 --
　　建物 --
　　土地 00
 インフラ資産 00
　　建設仮勘定 66
　　その他 --
　　航空機 --
　　浮標等 --
　　船舶 --
　　工作物 688688
　　建物 9,3999,399
　　立木竹 --
　　土地 171171
 事業用資産 10,26410,264

1,147 10,264

区分 合計環境衛生

合計 26,510 1,317 375 27,452 17,188

- -
 物品 - - - - - - -
　　建設仮勘定 - - - - -

- -
　　その他 - - - - - - -
　　工作物 - - - - -

- 0
　　建物 - - - - - - -
　　土地 0 - - 0 -

- 6
 インフラ資産 0 - - 0 - - 0
　　建設仮勘定 375 6 375 6 -

- -
　　その他 - - - - - - -
　　航空機 - - - - -

- -
　　浮標等 - - - - - - -
　　船舶 - - - - -

1,101 9,399
　　工作物 1,478 146 - 1,624 936 46 688
　　建物 24,486 1,165 - 25,651 16,252

- 171
　　立木竹 - - - - - - -
　  土地 171 - - 171 -

全体財務書類　附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 26,510 1,317 375 27,452 17,188 1,147 10,264

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの 該当ありません

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの 該当ありません

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（A)
資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)

資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

強制評価減
（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）
財産に関する
調書記載額

株式会社ウィンクリン 26 1,175 970 205 100 26% 53 - 26 26

合計 26 1,175 970 205 100 26% 53 - 26 26

④基金の明細 （単位：百万円）

種類

くりりんセンター基金

合計

(参考)
財産に関する
調書記載額

合計
(貸借対照表計上額)

現金預金

1,945

1,945

1,945

1,945

1,945

1,945



⑦未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

小計

【未収金】

使用料及び手数料

　打切決算に伴うもの 28 0

雑入

　打切決算に伴うもの 198 0

事業収入

　打切決算に伴うもの 22 0

小計 248 0

合計 248 0



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

【通常分】

教育・福祉施設整備事業
（一般廃棄物処理事業）

合計

②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

1,503 1,499 4 - - - - - 1.27%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

1,503 200 203 206 202 198 494 - - -

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：百万円）

44

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下

借入から10年後、５年ごとに約定金利の見直しの協議を実施（北洋銀行との契約書による）
※償還期間が残り５年を切ったため、今後金利の見直しは行わない

種類 地方債残高 政府資金

1,503

1,503

200 1,460

市中銀行

1,503

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

うち1年内償還予定

43

43

1,460

43

1,460

200

200



⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

退職手当引当金 5 2 - - 7

賞与等引当金 11 10 11 - 10

合計 16 12 11 - 17

２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

基線道路歩道新設負担金 音更町 6 基線道路歩道新設負担金

MICS事業負担金 帯広市　外 1 MICS事業負担金

計 7

地域交付金（中島・西士狩地区） 中島地区期成会他 4 地域交付金

ペンケ沢線維持管理負担金 池田町 3 ペンケ沢線維持管理負担金

会計・監査職員負担金 十勝圏複合事務組合 2 職員負担金

地域交付金（鎮錬地区） ごみ処理場延長対策委員会 2 地域交付金

計 11

18

本年度減少額
本年度末残高

合計

区分 前年度末残高 本年度増加額

その他の補助金等

区分

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)



（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

分担金及び負担金 2,255

汚水処理施設共同整備負担金 668

汚水処理施設共同整備交付金（未収金） 195

地方交付税措置額交付金 99

堆肥舎建設改良負担金 6

小計 3,223

3,223

（単位：百万円）

税収等 その他

純行政コスト 3,088 1,946 1,142

有形固定資産等の増加 1,696 1,321 375

貸付金・基金等の増加 300 300 - 

合計 5,084 3,567 1,517

（１）資金の明細 （単位：百万円）

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

内訳

（２）財源情報の明細

区分 金額

合計

一般会計
税収等

４．資金収支計算書の内容に関する明細

本年度末残高

621

4

625

種類

要求払預金

歳入歳出外現金

合計



全体財務書類　精算表

全体貸借対照表内訳表 （単位：百万円）

資産合計 12,702 406 13,107 0 13,107

固定資産 11,881 353 12,234 - 12,234

有形固定資産 9,911 353 10,264 - 10,264

事業用資産 9,911 353 10,264 - 10,264

土地 171 - 171 - 171

土地減損損失累計額

立木竹 - - - - -

立木竹減損損失累計額

建物 24,792 858 25,651 - 25,651

建物減価償却累計額 △ 15,747 △ 505 △ 16,252 - △ 16,252

建物減損損失累計額

工作物 1,624 - 1,624 - 1,624

工作物減価償却累計額 △ 936 - △ 936 - △ 936

工作物減損損失累計額

船舶 - - - - -

船舶減価償却累計額 - - - - -

船舶減損損失累計額

浮標等 - - - - -

浮標等減価償却累計額 - - - - -

浮標等減損損失累計額

航空機 - - - - -

航空機減価償却累計額 - - - - -

航空機減損損失累計額

その他 - - - - -

その他減価償却累計額 - - - - -

その他減損損失累計額

建設仮勘定 6 - 6 - 6

インフラ資産 0 - 0 - 0

土地 0 - 0 - 0

土地減損損失累計額

建物 - - - - -

建物減価償却累計額 - - - - -

建物減損損失累計額

工作物 - - - - -

工作物減価償却累計額 - - - - -

工作物減損損失累計額

その他 - - - - -

その他減価償却累計額 - - - - -

その他減損損失累計額

建物仮勘定 - - - - -

物品 - - - - -

物品減価償却累計額 - - - - -

物品減損損失累計額

無形固定資産 - - - - -

ソフトウェア - - - - -

その他 - - - - -

投資その他の資産 1,971 - 1,971 - 1,971

投資及び出資金 26 - 26 - 26

有価証券 26 - 26 - 26

出資金 - - - - -

その他 - - - - -

投資損失引当金 - - - - -

長期延滞債権 - - - - -

長期貸付金 - - - - -

基金 1,945 - 1,945 - 1,945

　 減債基金 - - - - -

その他 1,945 - 1,945 - 1,945

その他 - - - - -

徴収不能引当金 - - - - -

流動資産 820 53 873 0 873

現金預金 594 30 625 0 625

未収金 226 22 248 - 248

短期貸付金 - - - - -

基金 - - - - -

財政調整基金 - - - - -

減債基金 - - - - -

棚卸資産 - - - - -

その他 - - - - -

徴収不能引当金 - - - - -
繰延資産

余熱利用事業会計
科目

全体財務書類

一般会計等
総計

（単純合算）
相殺消去 純計



余熱利用事業会計
科目

全体財務書類

一般会計等
総計

（単純合算）
相殺消去 純計

負債・純資産合計 12,702 406 13,107 0 13,107

負債合計 2,320 35 2,355 - 2,355

固定負債 1,311 - 1,311 - 1,311

地方債等 1,303 - 1,303 - 1,303

長期未払金 - - - - -

退職手当引当金 8 - 8 - 8

損失補償等引当金 - - - - -

その他 - - - - -

流動負債 1,009 35 1,044 - 1,044

１年内償還予定地方債等 200 - 200 - 200

未払金 794 35 829 - 829

未払費用 - - - - -

前受金 - - - - -

前受収益 - - - - -

賞与等引当金 10 - 10 - 10

預り金 4 - 4 - 4

その他 - - - - -

純資産合計 10,382 371 10,753 0 10,753

固定資産等形成分 11,881 353 12,234 - 12,234

余剰分（不足分） △ 1,500 18 △ 1,482 0 △ 1,482

他団体出資等分



全体行政コスト計算書内訳表 （単位：百万円）

純経常行政コスト △ 3,239 19 △ 3,220 129 △ 3,090

経常費用 3,869 218 4,087 △ 129 3,958

業務費用 3,651 72 3,723 - 3,723

人件費 165 - 165 - 165

職員給与費 140 - 140 - 140

賞与等引当金繰入額 10 - 10 - 10

退職手当引当金繰入額 2 - 2 - 2

その他 12 - 12 - 12

物件費等 3,462 72 3,533 - 3,533

物件費 2,090 14 2,104 - 2,104

維持補修費 264 17 282 - 282

減価償却費 1,107 40 1,147 - 1,147

その他 0 - 0 - 0

その他の業務費用 25 - 25 - 25

支払利息 22 - 22 - 22

徴収不能引当金繰入額 - - - - -

その他 3 - 3 - 3

移転費用 218 146 364 △ 129 235

補助金等 215 - 215 - 215

社会保障給付 - - - - -

他会計への繰出金 - 129 129 △ 129 0

その他 3 17 20 - 20

経常収益 630 237 867 - 867

使用料及び手数料 518 - 518 - 518

その他 112 237 349 - 349

純行政コスト △ 3,237 19 △ 3,218 129 △ 3,088

臨時損失 - - - - -

災害復旧事業費 - - - - -

資産除売却損 - - - - -

投資損失引当金繰入額 - - - - -

損失補償等引当金繰入額 - - - - -

その他 - - - - -

臨時利益 2 - 2 - 2

　 資産売却益 2 - 2 - 2

その他 0 - 0 - 0

余熱利用事業会
計

科目

全体財務書類

一般会計等
総計

（単純合算）
相殺消去 純計



全体純資産変動計算書内訳表 （単位：百万円）

前年度末純資産残高 10,266 352 10,618 - 10,618

純行政コスト（△） △ 3,237 19 △ 3,218 129 △ 3,088

財源 3,352 - 3,352 △ 129 3,223

税収等 3,352 - 3,352 △ 129 3,223

国県等補助金 - - - - -

本年度差額 115 19 135 0 135

固定資産の変動（内部変動） 0 0 0 - 0

有形固定資産等の増加 0 0 0 - 0

有形固定資産等の減少 0 0 0 - 0

貸付金・基金等の増加 0 - 0 - 0

貸付金・基金等の減少 - - - - -

資産評価差額 - - - - -

無償所管換等 - - - - -

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他 - - - - -

本年度純資産変動額 115 19 135 0 135

本年度末純資産残高 10,382 371 10,753 0 10,753

余熱利用事業会
計

科目

全体財務書類

一般会計等
総計

（単純合算）
相殺消去 純計



全体資金収支計算書内訳表 （単位：百万円）

業務活動収支 693 51 744 43 787

業務支出 2,176 164 2,339 △ 129 2,210

業務費用支出 2,155 18 2,173 - 2,173

人件費支出 163 - 163 - 163

物件費等支出 1,967 18 1,985 - 1,985

支払利息支出 22 - 22 - 22

その他の支出 3 - 3 - 3

移転費用支出 21 146 167 △ 129 38

補助金等支出 18 - 18 - 18

社会保障給付支出 - - - - -

他会計への繰出支出 - 129 129 △ 129 0

その他の支出 3 17 20 - 20

業務収入 2,869 215 3,084 △ 86 2,998

税収等収入 2,269 - 2,269 △ 86 2,183

国県等補助金収入 - - - - -

使用料及び手数料収入 518 - 518 - 518

その他の収入 82 215 296 - 296

臨時支出 - - - - -

災害復旧事業費支出 - - - - -

その他の支出 - - - - -

臨時収入 0 - 0 - 0

投資活動収支 △ 222 △ 21 △ 243 △ 43 △ 286

投資活動支出 948 21 969 43 1,012

公共施設等整備費支出 691 21 712 - 712

基金積立金支出 257 - 257 43 300

投資及び出資金支出 - - - - -

貸付金支出 - - - - -

その他の支出 - - - - -

投資活動収入 726 - 726 - 726

国県等補助金収入 - - - - -

基金取崩収入 - - - - -

貸付金元金回収収入 - - - - -

資産売却収入 2 - 2 - 2

その他の収入 724 - 724 - 724

財務活動収支 △ 77 - △ 77 - △ 77

財務活動支出 198 - 198 - 198

地方債等償還支出 198 - 198 - 198

その他の支出 - - - - -

財務活動収入 121 - 121 - 121

地方債等発行収入 - - - - -

その他の収入 121 - 121 - 121

本年度資金収支額 394 30 424 0 424

前年度末資金残高 195 0 196 - 196

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高 590 30 620 0 620

前年度末歳計外現金残高 0 - 0 - 0

本年度歳計外現金増減額 4 - 4 - 4

本年度末歳計外現金残高 4 - 4 - 4

本年度末現金預金残高 594 30 625 0 625

余熱利用事業会
計

科目

全体財務書類

一般会計等
総計

（単純合算）
相殺消去 純計



一般会計等財務書類

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 11,881 固定負債 1,311

有形固定資産 9,911 ※ 地方債 1,303
事業用資産 9,911 ※ 長期未払金 -

土地 171 退職手当引当金 8
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 24,792 その他 -
建物減価償却累計額 △ 15,747 流動負債 1,009 ※

工作物 1,624 1年内償還予定地方債 200
工作物減価償却累計額 △ 936 未払金 794
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 10
航空機 - 預り金 4
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 2,320
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 6 固定資産等形成分 11,881

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 1,500
土地 0
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 1,971
投資及び出資金 26

有価証券 26
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,945

減債基金 -
その他 1,945

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 820
現金預金 594
未収金 226
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 10,382 ※

12,702 ※ 12,702

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



一般会計等財務書類

（単位：百万円）

経常費用 3,869 ※

業務費用 3,651 ※

人件費 165 ※

職員給与費 140
賞与等引当金繰入額 10
退職手当引当金繰入額 2
その他 12

物件費等 3,462 ※

物件費 2,090
維持補修費 264
減価償却費 1,107
その他 0

その他の業務費用 25
支払利息 22
徴収不能引当金繰入額 -
その他 3

移転費用 218
補助金等 215
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 3

経常収益 630
使用料及び手数料 518
その他 112

純経常行政コスト △ 3,239
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 2
資産売却益 2
その他 0

純行政コスト △ 3,237

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



一般会計等財務書類

（単位：百万円）

前年度末純資産残高 10,266 ※ 11,789 △ 1,522

純行政コスト（△） △ 3,237 △ 3,237

財源 3,352 3,352

税収等 3,352 3,352

国県等補助金 - -

本年度差額 115 115

固定資産等の変動（内部変動） 93 △ 93

有形固定資産等の増加 1,654 △ 1,654

有形固定資産等の減少 △ 1,861 1,861

貸付金・基金等の増加 300 △ 300

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 115 93 22

本年度末純資産残高 10,382 11,881 ※ △ 1,500

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



一般会計等財務書類

（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 2,176

業務費用支出 2,155
人件費支出 163
物件費等支出 1,967
支払利息支出 22
その他の支出 3

移転費用支出 21
補助金等支出 18
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 3

業務収入 2,869
税収等収入 2,269
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 518
その他の収入 82

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 0
業務活動収支 693
【投資活動収支】

投資活動支出 948
公共施設等整備費支出 691
基金積立金支出 257
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 726
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 2
その他の収入 724

投資活動収支 △ 222
【財務活動収支】

財務活動支出 198
地方債償還支出 198
その他の支出 -

財務活動収入 121
地方債発行収入 -
その他の収入 121

財務活動収支 △ 77
394
195
590 ※

前年度末歳計外現金残高 0
本年度歳計外現金増減額 4
本年度末歳計外現金残高 4
本年度末現金預金残高 594

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

【様式第４号】

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



一般会計等財務書類  【 注 記 】 

1 重要な会計方針 

 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 (2) 出資金の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

 市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   １５年～５０年 

工作物  １０年～５０年 

     ただし、施設廃止年が決定している施設の耐用年数は、残存使用見込期間としています。 

② 無形固定資産･････････定額法 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額

が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ  ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 



②  オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、当組合は平成 30 年 4 月 1 日に十勝圏複合事務組合と合併することから、平成 30 年 3 月 31

日をもって打ち切り決算を行っているため、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引に

より発生する資金の受払いを含んでおらず、当該金額はそれぞれ未収金・未払金として計上されてい

ます。 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 ② その他 

   当組合は平成 30 年 4 月 1 日に十勝圏複合事務組合と合併することから、平成 30 年 3 月 31 日を

もって解散となるため、本年度決算額については平成 30 年 3 月 31 日までのものとなっており、平

成 30 年 3 月 31 日時点で当組合に属する資産及び負債は十勝圏複合事務組合に継承されています。 

2 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 全体財務書類の範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

   余熱利用事業会計 

  ③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においても、平成 30 年 3

月 31 日をもって会計廃止となるため、本年度決算額については平成 30 年 3 月 31 日までのものと

なっており、平成 30 年 3月 31 日時点で当会計に属する資産及び負債は十勝圏複合事務組合に継承

されています。 

④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

   資金不足比率  ―     

⑥ 過年度修正等に関する事項  該当ありません。 

 

 

 

 

 



(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産        該当ありません。 

② 減債基金に係る積立不足額  該当ありません。 

③ 基金借入金（繰替運用）   該当ありません。 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額   構成団体の基準財政需要額に含まれるため、該当ありません。 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ３,９１１ 百万円 ３,３２１ 百万円 

前年度繰越金  △１９６ 百万円        － 

資金収支計算書 ３,７１５ 百万円 ３,３２１ 百万円 

   歳入歳出決算書の収入には前年度繰越金分が含まれるため、資金収支計算書と相違します。 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支             ６９３ 百万円 

資本的国県等補助金収入     ８４５ 百万円 

未収債権、未払債務等の増加（減少額）     △３１８ 百万円 

減価償却費               △ １，１０７ 百万円 

賞与引当金繰入額（増減額）             ２ 百万円 

退職手当引当金繰入額（増減額）        △ ２ 百万円 

資産除売却益（損）                 ２ 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額            １１５ 百万円 

③ 一時借入金      該当ありません。 

④ 重要な非資金取引   該当ありません。 

 

 



（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

一般会計等財務書類　附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 25,694 1,275 375 26,594 16,683 1,107 9,911

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

- 171
　　立木竹 - - - - - - -
　  土地 171 - - 171 -

1,061 9,046
　　工作物 1,478 146 - 1,624 936 46 688
　　建物 23,670 1,123 - 24,793 15,747

- -
　　浮標等 - - - - - - -
　　船舶 - - - - -

- -
　　その他 - - - - - - -
　　航空機 - - - - -

- 6
 インフラ資産 0 - - 0 - - 0
　　建設仮勘定 375 6 375 6 -

- 0
　　建物 - - - - - - -
　　土地 0 - - 0 -

- -
　　その他 - - - - - - -
　　工作物 - - - - -

- -
 物品 - - - - - - -
　　建設仮勘定 - - - - -

1,107 9,911

区分 合計環境衛生

合計 25,694 1,275 375 26,594 16,683

　　立木竹 --
　　土地 171171
 事業用資産 9,9119,911

　　船舶 --
　　工作物 688688
　　建物 9,0469,046

　　その他 --
　　航空機 --
　　浮標等 --

　　土地 00
 インフラ資産 00
　　建設仮勘定 66

　　その他 --
　　工作物 --
　　建物 --

合計 9,9119,911
 物品 --
　　建設仮勘定 --



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの 該当ありません

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの 該当ありません

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名
出資金額

（A)
資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)

資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

強制評価減
（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）
財産に関する
調書記載額

株式会社ウィンクリン 26 1,175 970 205 100 26% 53 - 26 26

合計 26 1,175 970 205 100 26% 53 - 26 26

④基金の明細 （単位：百万円）

種類

くりりんセンター基金

合計 1,945 1,945 1,945

現金預金
合計

(貸借対照表計上額)

(参考)
財産に関する
調書記載額

1,945 1,945 1,945



⑦未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

小計

【未収金】

使用料及び手数料

　打切決算に伴うもの 28 0

雑入

　打切決算に伴うもの 198 0

小計 226 0

合計 226 0



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

【通常分】

教育・福祉施設整備事業
（一般廃棄物処理事業）

合計

②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

1,503 1,499 4 - - - - - 1.27%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

1,503 200 203 206 202 198 494 - - -

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：百万円）

44

43

1,460

200

200

1,503

1,503

200 1,460

借入から10年後、５年ごとに約定金利の見直しの協議を実施（北洋銀行との契約書による）
※償還期間が残り５年を切ったため、今後金利の見直しは行わない

種類 地方債残高 政府資金 市中銀行

1,503

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

うち1年内償還予定

43

43

1,460

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下



⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

退職手当引当金 5 2 - - 7

賞与等引当金 11 10 11 - 10

合計 16 12 11 - 17

２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

基線道路歩道新設負担金 音更町 6 基線道路歩道新設負担金

MICS事業負担金 帯広市　外 1 MICS事業負担金

計 7

地域交付金（中島・西士狩地区） 中島地区期成会他 4 地域交付金

ペンケ沢線維持管理負担金 池田町 3 ペンケ沢線維持管理負担金

会計・監査職員負担金 十勝圏複合事務組合 2 職員負担金

地域交付金（鎮錬地区） ごみ処理場延長対策委員会 2 地域交付金

計 11

18

本年度減少額
本年度末残高

合計

区分 前年度末残高 本年度増加額

その他の補助金等

区分

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)



（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

分担金及び負担金 2,255

汚水処理施設共同整備負担金 668

汚水処理施設共同整備交付金（未収金） 195

余熱利用事業会計繰入金 86

地方交付税措置額交付金 99

余熱利用事業会計繰入金（基金） 43

堆肥舎建設改良負担金 6

小計 3,352

3,352

（単位：百万円）

税収等 その他

純行政コスト 3,237 2,130 1,107

有形固定資産等の増加 1,654 1,279 375

貸付金・基金等の増加 300 300 - 

合計 5,191 3,709 1,482

（１）資金の明細 （単位：百万円）

4

594

種類

要求払預金

歳入歳出外現金

合計

４．資金収支計算書の内容に関する明細

本年度末残高

590

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

内訳

（２）財源情報の明細

区分 金額

合計

一般会計
税収等


